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研究成果の概要：大規模団地、ニュータウンにおける中間集団の実態を多角的に調査し、中間

集団の、出入り自由な on/off 的な性質、対照的に集団の内外が明確な in/out 型の性格が抽出

され、on/off 的な集団も、それが空間的実態を持つことで、安定的継続性を得る一方、in/out

型の性格を強くする傾向もみられた。また in/out 型の自治会のような集団が、in/out 的な緩

やかな集団をつくる契機となること、またその逆のケースも散見でき、中間集団の多様なあり

方や形成のプロセス、発展、継続の契機を抽出し、それらがニュータウン・大規模団地の地域

住環境運営に果たす役割について明らかにできた。最終年度には、公開シンポジウム「集住と

コミュニティ―コミュニティはデザインできるか―」を開催し、研究成果の開示、及び、広く

意見の収集を行なった。 
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１．研究開始当初の背景 
戦後、都市近郊の人口増加を吸収するべく建
設された多くの大規模団地やニュータウン
は、計画的に短期間に建設された住空間であ
り、いまや建設後 40 年以上を経過したもの
も少なくない。時間の経過の中で初期に設定
された環境は、居住者の生活単位である家族
や地域社会のあり方が変化するに伴い、少子

化による人口減少、高齢化に伴う介護の必要
性、単身者居住、階層分化、多文化混淆など、
多くの問題を抱える空間となっている。 
 
２．研究の目的 
しかし同時に、大規模団地やニュータウンは、
居住者自身が生きる空間として現在も機能
しており、そこで発生する諸問題に対応する



 

べく内発的な新しい組織や手法が試みられ
てもいる。本研究では、そのような内発的な
対応技術を生み出す社会単位である、町内会、
自治会、管理組合、NPO、テーマ別活動組織
などを、公と私の間に存在する中間集団とし
て捉え、以下の点を明らかにする。 
(1)集団の規模、目的、構成、活動内容など、
中間集団の実態を把握する。  
(2)空間の供給主体や供給形態、立地条件に
より、中間集団の特性にどのような差異がみ
られるのかを明らかにする。 
(3)中間集団が形成される契機となる問題の
特性や時代背景によって、中間集団の性質に
どのような違いが生じ、それがいかに変化す
るのかを分析する。その際、より多様な問題
解決手法を抽出するために、海外の関連事例
を比較検討する。 
(4)中間集団の住環境運営上の役割と将来的
な可能性を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 各研究分担者が、それぞれのフィールドに
おいて、中間集団の実態調査を行ない、年間
２回程度の研究会において、調査内容の報告、
及び、分析を行った。また、国内の事例を相
対化する為に海外調査を行なった。調査内容
はホームページ、及び、公開シンポジウム
（「集住とコミュニティ―コミュニティはデ
ザインできるか」―2008 年 10 月 19 日於日本
女子大学）開催において、開示するとともに、
一般からの評価を仰いだ。 
 
４．研究成果 
(1)「ニュータウン・大規模団地における共
用空間と中間集団形成の関係について」―篠
原聡子 
 １９６２年より入居が開始された東京都
北区の赤羽台団地における、共用空間の使用
実態調査、居住者へのアンケート、聞き取り
調査、および自治会機関紙「あかばね台」等
の文献資料から、共用空間の空間的特質とそ
れに関わる中間集団の性格の違いが明らか
となった。宅配牛乳の拠点となっている牛乳
センターは、5～6人がけの小さなテーブルが
入るほどの極小の空間ながら、長年団地自治
会室としての機能をはたしてきた。自治会と
いう組織的な中間集団にとって、拠点的な空
間が重要な役割を果たした一方で、中庭は散
歩のような個人的な行為、夏祭りのような大
きなイベントに対応する空間として、赤羽台
団地への愛着を強め、団地住民という緩やか
な中間集団を形成する役割をになった。集会
室は、幼児教室のように自治会の組織的な活
動に使用される一方で、「欅の会」（高齢者
の会）のような、中規模で出入りの自由な中
間集団の活動拠点となった。中規模の中間集
団の活動空間は、住戸での接客行為の滲み出

しともとれ、住戸空間の補完的な役割も担っ
ていた。このことは、共用空間の有り様が、
住戸のような私的領域との関係性で捉えら
れるべきであることを示唆している。その他、
赤羽台団地での調査を相対化し、今後視野を
海外へと広げて行く目的で、ソウル（上渓団
地、高徳団地）、台北（民生社区）において
も調査を行った。とくにソウルにおける老人
亭の調査では、年齢による同質集団が拠点を
もつことによって、他の中間集団とのネット
ワークが形成される可能性にふれることが
できた。 
(2)「共にすむかたち－住コミュニティ成立
要素構図と空間モデルによる考察－」―小谷
部育子 
ここで定義する「住コミュニティ」とは、

住居学の視点から、生活の個人化が進む現代
の成熟社会で、個がより良く生きるために他
者と共有する価値と生活領域をもち、暮らし
の運営に当事者として係わり維持、育てる、
住まいを拠点とした集住の様態として定義
づけている。集合が小さいほど、いわゆる家
族を超えた他者との係わりを持つことによ
って生活領域が広がり、安心・安全で豊かさ
と、自己の可能性を実感できる暮らしが手に
入る。コレクティブハウジングを中心とした
共生型集住の研究・活動実践から得たことで
ある。 
本研究では、小規模の住まいからまちレベ

ルまで、ひろく住コミュニティが成立してい
ると認められる事例を収集し、設定した住コ
ミュニティの成立要素構図と空間モデル試
案を使って事例住コミュニティを分析しそ
の特徴を読み取ることを試みた。 
(3)「ニュータウン・大規模団地の地域住環
境運営における中間集団の役割と可能性」と
いう科研の全体テーマの中で「ネットワーク
媒体の変化と中間集団の変化を時系列に整
理分析する」というテーマを分担してきて―
西川祐子 
高蔵寺ニュータウンで現在、古民家和っか

という拠点を獲得して活発に活動を行って
いるＮＰＯ法人エキスパネット(代表治郎丸
慶子、古民家和っかの館長：林明代)をニュ
ータウンの中間集団の１つと捉えてこれに
たいして住人インタビュー、イベントの参与
観察、資料分析などを行った事例研究である。
調査のあいだに次第にＮＰＯの歴史的背景
が浮かび上がり、時間軸をたて、媒体の変化
を分析することにより、紙媒体『タウンニュ
ース』（代表林明代他、現在は岡代表）、電
子媒体の『かすがいエキスパネット』（代表：
林明代）で蓄積してきた住人間の人間関係を
資本として、今や行政、企業と対等に交渉し、
住人の情報交換と交流のための喫茶店の開
催、障害児を対象とした保育空間の運営、春
日井市と提携した複数のイベント共催など

 



 

を行う実力をつけてきたこと、その間にゆる
やかな世代交流、世代交代と継承がおこなわ
れてきたことが明らかになった。しかし紙媒
体、電子媒体を用いた、ニュータウンの匿名
的社会にふさわしい出入り自由な on/off の
スイッチ切り替え型ネットワークであった
組織は、現在、活動範囲がニュータウンの外
部ににじみだし、行政や企業との提携主体と
なることによって、逆にコミュニティを代表
する in/out 型組織とならざるをえないとい
う一種の岐路にたっており、今後の展開から
目をはなすことはできない。 
(4)「NGO や家主協会などの中間集団による規
則制定プロセスと資本の再分配のメカニズ
ムについての考察」―森正美 
台湾における住宅政策、住宅事情、ニュー

タウン開発の概要の把握および、国民住宅を
中心とした住居内見学、住人インタビュー、
住民組織である社区発展協会におけるイン
タビューを実施し、中間集団としての活動内
容について調査した。またこれらの組織の活
動が、住宅を中心とした地域共同体の住環境
運営にいかに関与しているかを考察した。ま
た韓国においても，各種の住宅地での中間集
団の役割について調査した。さらに、フィリ
ピンでは、民間分譲住宅地における住環境運
営に果たす中間集団の役割を理解するため
に、家主協会の活動および住環境運営に関わ
る規則、規則制定プロセスについて調査した。
ここからは経済格差が広がる社会において、
国家が十分な役割を果たせない場合、中間集
団が良好な住環境の維持に貢献すると同時
に、社会的なセーフティネットの役割を果た
していることが明らかになった。同様に、貧
困層への住宅供給とコミュニティ開発を主
たる目的とする NGOの活動実態についても研
究し、多国籍企業の CSR 活動をも取り込む形
で資本の再分配が行われ、その結果貧困層に
とっての良好な住環境の維持が可能になる
仕組みが解明できた。 
(5)「戸建て住宅団地における住環境運営を
担う中間集団の実態と役割」―大月敏雄 
日本には大小様々の戸建て住宅団地と称

してよい、住宅群があり、戦後新たに建設さ
れた居住環境としては、その量的インパクト
は相当に大きいといえる。 
 しかしながら、こうした一般的な戸建て住
宅団地の、住環境運営にかかわる統計は皆無
で、建築学・住居学の既往研究を眺めてみて
も、極めて個別的な事例研究しか蓄積されて
いない。 
 そこで、ここでは全国のまちなみづくりに
精力的に取り組んでいる戸建て住宅団地 15
か所（住宅生産振興財団主催の「住まいのま
ちなみコンクール」受賞団地）を対象として、
そこで行われている、団地空間の種別ごとの
管理状態をヒアリング等を通して把握し、ど

のような中間集団が、どのような管理方法で、
戸建て住宅団地の住環境運営にどのような
役割を果たしているのかについて明らかに
することを目的とした。 
 調査、及び分析の結果、多くの団地におい
て、やはり町内・自治会という中間集団が、
住環境運営の要として認識される。ただ、そ
の団地の持っているテーマによって、他の中
間集団が形成されるケースも多い。たとえば、
建築協定などをもっていれば、建築協定運営
委員会という中間集団が、共有地などをもっ
ていれば、管理組合という中間集団が形成さ
れる。このような、全員の運命共同体のよう
な中間集団もあれば、地域の中で NPO 法人を
立ち上げ、特定のテーマ（まちなみづくりや
歴史の伝承など）に取り組むところもある。 
 また、住環運営とは直接的に異なる中間集
団、例えば、犬の飼い主の会などが、糞の始
末に端を発し、地域の清掃グループとなるな
どの事例が、数ヶ所にみられ、多様な中間集
団の動機づけによって、町内会・自治会を中
心とした従来の住環境運営を、連携補完する
ための組織づくりが、重要であるとともに、
その下地がいずれの住宅地にもありうるだ
ろうことが推察された。 
 また、この補足的研究として、ワンルーム
マンション、古い公団団地、ニュータウン、
建て替えられた団地などにおける中間集団
の活動の様子も、記録することができた。 
(6)「民間大規模分譲集合住宅団地における
コミュニティ形成に携わる中間集団の取り
組み」―中村直美 

現在、分譲集合住宅のストック総数は全国
で約 528 万戸、うち築 30 年以上の集合住宅
は、63 万戸にものぼる。その多くは、居住者
の高齢化に直面し、入居当初は活発であった
自治活動や管理組合活動の継続が困難にな
る等、問題を抱えている。長期経過した分譲
集合住宅にとって、いかにこれらの活動を継
続、発展させ、コミュニティを醸成していく
かは、重要な課題である。 
ここでは、定住型住宅地を目指し計画され、

今もなお自治活動、管理組合活動が盛んな民
間大規模分譲集合住宅団地を事例に取り上
げ、自治活動、管理組合活動に主体的に取り
組む中間集団を対象に、アンケート調査、ヒ
アリング調査を実施し、活動を始めた経緯や
活動内容、運営方法などの実態を把握するこ
とを目的とした。 
調査、分析の結果、自治活動および管理組

合活動を継続、発展させるためには、①活動
の多くが、組合主導でなく居住者有志によっ
て、始められていること、②個々の活動のみ
ならず、異なる集団が連携した活動や、全集
団共通のイベント活動が多いこと、③活動は
団地内に留まらず、地域に開放したもの、近
隣の学校施設と連携したものが多いこと、④

 



 

活動メンバーが固定化しないシステムを持
つこと、等が有効であると考えられた。 
また、本調査対象団地において、団地に定住
していく過程で多く見られた団地内での親
族近居、転居」、住戸の買い増しという現象
についても、記録することができた。 
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